





　2010 年 10 月 12 日、島根県立大学開学 10 周年記念行事の一環として、日中韓合同国際
シンポジウムが、県立大学のコンベンションホールで開催された。
　同シンポジウムは、島根県立大学・中国社会科学院日本研究所・山東社会科学院・韓国
啓明大学校の４機関の共催で、第 1 回は 2008 年、中国山東省青島で、第 2 回は 2009 年、
韓国大邱市啓明大学校で、開催された。




























また集団防衛体制（collective defense system）ではなく、多国間安全保障体制（multilateral 
security regime）を取る必要があるとする。それには、ヨーロッパの冷戦終結を実現す
る力となった、 CSCE（全欧安保協力会議 1975）や、OSCE（全欧安保協力機構 1995）を
モデルとすべきだという。
　その点、ARF（ASEAN 地域フォーラム 1994）や非政府組織（NGO）の CSCP（アジ




















































　『入唐求法巡礼行記』を記した円仁（慈覚大師、794 ～ 864）は、838 年、第 17 次遣唐
使に加わって請益僧（短期留学僧）として揚州（江蘇省）に渡り、帰国する遣唐使一行と




































難な北東アジア地域では、一気に EU や NAFTA のような「北東アジア（経済）共同体」
を作ることは無理なので、まず「北東アジア・エネルギー・環境共同体」の構築から始め
るべきだと言う。
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をもたらすものとして、①市場、②政府の政策、③伝統的要素、という 3 要素を考慮して
分析した。
　その分析結果が報告者の言う「経済面から北東アジア学を展望する第一歩を踏み出せた」
ものになっているかどうかは、本報告集のために大幅に増補された該論考に即して各自確
かめられたい。
　以上の報告の後、会場からの質問に応じた討論が若干あり、最後に閉会の言葉を飯田が
述べた。
　従来「北東アジア学」ないし「東北アジア学」と言う場合、政治・経済の現代的状況と
変化・発展を中心に追究する方向と、文化・歴史の共通性や連続性を中心に追究する方向
とに分化する傾向があった。今回のシンポジウムはどちらかと言えば前者が主流であった
と言ってよいが、北東アジアという地域としてのまとまりを作るものとしては、資本主義
化・市場経済化・グローバル化とは裏腹の関係にある、伝統的共同体の問題と文化的アイ
デンティティーの問題が浮上してくるのではないか。その意味で、「なつかしの国・石見」
ではないが、「なつかしいアジア」という位相もあるのではないか。「北東アジア学」の可
能性を探る場合、その位相も無視できないのではないか、という指摘があった。
　なお、当日は報告者ではなかった曲永義氏（山東社会科学院副院長）より、本報告集の
ために新たに書き下された論文「中国政府と企業の R&D 投資が経済に与えるダイナミッ
クインパクト効果についての計量分析」が寄せられた。
　内生的成長理論（新成長理論）における、知識、技術の研究開発（R&D、Research & 
Development）投資を経済成長モデルの中に組み込む理論にもとづき、中国の R&D 投資
について計量分析を行い、政策提言を試みたものである。
